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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．当半期報告書は、当社が最初に提出する半期報告書であるため、平成17年３月期以前の中間連結会計期間に

ついては記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は潜在株式がないため記載しておりません。 

４．従業員数は、就業人員を記載しております。 

５．当社は、平成16年４月１日付で株式１株につき３株の分割を行っております。 

６．当社は、割当基準日を平成17年３月31日、効力発生日を平成17年５月20日として、株式１株につき２株の分

割を行っております。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） － － 2,598,484 3,953,803 4,612,161 

経常利益（千円） － － 702,724 759,056 944,189 

中間（当期）純利益（千円） － － 428,938 411,582 525,228 

純資産額（千円） － － 3,573,472 2,433,755 3,228,689 

総資産額（千円） － － 4,495,624 3,189,456 4,078,297 

１株当たり純資産額（円） － － 2,361.85 10,219.77 4,226.69 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
－ － 283.50 1,705.40 681.68 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 79.5 76.3 79.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － 353,262 617,869 716,685 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △179,958 △233,702 △500,020 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － △52,797 △494,288 296,705 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
－ － 844,430 210,554 723,923 

従業員数（人） － － 174 148 170 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．当半期報告書は、当社が最初に提出する半期報告書であるため、平成17年３月期以前の中間会計期間につい

ては記載しておりません。 

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４．提出会社の従業員数は就業人員を記載しております（子会社への出向者は除いております）。 

５．当社は、平成16年４月１日付で株式１株につき３株の分割を行っております。 

６．当社は、割当基準日を平成17年３月31日、効力発生日を平成17年５月20日として、株式１株につき２株の分

割を行っております。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） － － 2,286,839 3,393,585 4,054,037 

経常利益（千円） － － 627,982 605,062 844,383 

中間（当期）純利益（千円） － － 399,665 326,787 480,530 

資本金（千円） － － 295,850 168,350 295,850 

発行済株式総数（株） － － 1,513,000 235,500 756,500 

純資産額（千円） － － 3,328,675 2,258,429 3,013,164 

総資産額（千円） － － 4,109,014 2,885,082 3,741,511 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 90 70 

自己資本比率（％） － － 81.0 78.3 80.5 

従業員数（人） － － 154 129 149 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を記載していないため、部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員を記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（子会社への出向者を除く）を記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

部門の名称 従業員数（人） 

営業部門 49  

製造部門 98  

開発部門 9   

管理部門 18   

合計 174   

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 154 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、輸出に加えて内需の柱である個人消費、設備投資が底堅く推移し回

復局面が続いた一方、原油高や原材料価格の上昇が企業収益の圧迫要因となりました。 

  このような経営環境の中、当切削工具業界の主需要先では、自動車関連分野が好調を維持する一方、デジタル関

連分野では在庫調整の一巡が遅れる等、全般的には好調であったと言えるものの、業種間また個々の企業間におい

て跛行性の見られる展開となりました。 

  このような情勢の下、当社グループは、展示会への積極な出展を行うとともに、ユーザー訪問を継続的に実施し

ニーズ把握に努める等、ユーザー指向の強化を図るとともに、新規格製品の投入を進め、当社の強みである小径エ

ンドミルのバリエーションアップを図りました。 

  この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は2,598百万円、経常利益は702百万円、中間純利益は428百万円と

なりました。 

なお、当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行って

おりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースでの現金及び現金同等物（以下（資金）という）は、844百万円となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は353百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益701百万円及び減

価償却費に、売上債権・棚卸資産の増加、並びに法人税等の支払による資金の流出を反映したものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は179百万円となりました。これは主に機械等の固定資産取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は52百万円となりました。これは配当金の支払によるものです。 

なお、当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行って

おりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、超硬エンドミルを中心とする切削工具の専業メーカー及び販売会社であるため単一セグメントとな

っております。 

なお、当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間との比較分析は行っており

ません。 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を製品別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

製品別の名称 

当中間連結会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

エンドミル（小径） 1,950,366 76.6 3,194,793 75.1 

エンドミル（その他） 440,300 17.3 768,081 18.0 

その他 151,424 6.0 293,719 6.9 

合計 2,542,090 100.0 4,256,594 100.0 

製品別の名称 

当中間連結会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

受注高（千円） 受注残高（千円） 受注高（千円） 受注残高（千円）

エンドミル（小径） 1,872,365 695,166 3,199,654 656,538 

エンドミル（その他） 442,773 209,211 896,149 214,282 

その他 308,380 17,583 675,324 26,107 

合計 2,623,519 921,961 4,771,129 896,927 

製品別の名称 

当中間連結会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自平成16年４月１日 
至平成17年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

エンドミル（小径） 1,833,736 70.6 3,177,517 68.9 

エンドミル（その他） 447,843 17.2 772,436 16.7 

その他 316,903 12.2 662,206 14.4 

合計 2,598,484 100.0 4,612,161 100.0 

相手先 

当中間連結会計期間 
（自平成17年４月１日 
至平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

（株）サカイ 443,221 17.1 

（株）東京山勝 292,216 11.2 

（株）山勝商会 273,903 10.5 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

  当社グループの主要製品である超硬エンドミルの主要素材は超硬合金でありますが、超硬合金の主要成分となるタ

ングステンは国際市況商品であり、その価格は世界的な需給関係や産出国の思惑等によって大きく影響を受けます。

今年に入りそれらの影響からタングステンの価格が高騰したため、超硬合金メーカー各社は販売価格の引き上げに踏

み切りました。 

 このような状況下、当社グループでは、製品の機能、精度、耐久性といった質的向上に加え、コストの削減につい

てもこれまで以上に推進していく必要があると認識いたしております。主力製品である小径エンドミルの微細化を更

に進める等、他社に先駆けより有用な製品を提供してまいるとともに、製造工程の効率化や製造経費削減を推し進

め、コスト競争力を確保してまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における研究開発活動は、(1)新製品、開発品の早期完成、(2)コーティング新膜の開発、(3)

他社に無い将来に向けての商品開発等を目標に揚げ、小径エンドミルに特化した開発に取組んで参りました。 

 この結果、被削材の高硬度化、加工の高精度化に対応したＣＢＮ（立方晶窒化ホウ素）製品の開発において特に成

果を得ることが出来、高能率加工タイプＣＢＮボールエンドミル「スーパースピードボール」（ＳＳＢ200）の発売

を行った他、調質鋼から高硬度材まで幅広い被削材に対応し長時間安定した高精度仕上げ加工を実現するＣＢＮラジ

アスエンドミルの製品化に成功いたしました（「スーパースピードラジアス」（ＳＳＲ200）として平成17年10月に

発売）。また、超硬製品においては新規格製品の投入によりバリエーションアップを進めることができました。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費は54百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、拡充についての重要な変更は、次

のとおりであります。 

（1）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

 （2）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した設備計画を下記のとおり変更しております。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

日進工具㈱ 

仙台工場 

宮城県黒川郡

大和町 
生産設備 建物（新設） 300,000 ― 

増資資金及

び自己資金
平成18年２月 平成18年７月 1,000㎡ 

日進工具㈱ 

仙台工場 

宮城県黒川郡

大和町 
生産設備 

機械装置等 

（新設工場） 
400,000 ― 

増資資金及

び自己資金
平成18年７月 平成18年９月 30％増  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

日進工具㈱ 

仙台工場 

宮城県黒川郡

大和町 
生産設備 

生産設備の入

替等 
416,000 126,670 自己資金  平成17年４月 平成18年12月 

多品種少量

生産への対

応強化 

日進工具㈱ 

開発センター 

宮城県黒川郡

大和町 

新製品開発設

備 
新製品開発 324,000 277 自己資金  平成17年４月 平成18年12月 ―  

日進工具㈱ 

全社 
― ― 

システム統

合・営業強化 
34,000 13,963 自己資金  平成17年４月 平成19年３月 ―  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．平成17年11月８日開催の取締役会決議により、平成17年11月25日を払込期日として、50,000株の一般募集に

よる増資を実施いたしました。発行価格は6,272円、発行価額は5,882円、資本組入額は2,941円、払込金総

額は294,100千円であります。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  (注）１．株式分割（１：２）によるものです。 

  ２．平成17年11月25日を払込期日とする一般募集による増資により、発行済株式総数が50,000株、資本金及び資

本準備金がそれぞれ147,050千円増加しております。 

        

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 2,400,000 

計 2,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,513,000 1,563,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 1,513,000 1,563,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年５月20日 

(注）１ 
756,500 1,513,000 － 295,850 － 258,750 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

後藤 勇 東京都品川区南大井４丁目11番14号 392 25.90 

後藤 弘治 東京都品川区大井６丁目12番４号 305 20.15 

後藤 隆司 東京都品川区南大井４丁目12番９号 305 20.15 

後藤 キミ 東京都品川区大井６丁目12番４号 40 2.68 

瀬貫 幹雄 東京都品川区東大井２丁目24番５号 32 2.11 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海２丁目８－11 24 1.61 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 17 1.14 

株式会社ＵＦＪ銀行 愛知県名古屋市中区錦３丁目21番24号 14 0.95 

奈良 政男 東京都調布市緑ヶ丘２丁目19番58号 14 0.92 

ドイチェバンクアーゲーロ

ンドンピービーノントリテ

ィークライアンツ613 

(常任代理人 ドイツ証券

会社） 

ＷＩＮＣＨＥＳＴＥＲ ＨＯＵＳＥ １ 

ＧＲＥＡＴ ＷＩＮＣＨＥＳＴＥＲ 

ＳＴＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ２Ｎ 

２ＤＢ，Ｕ．Ｋ． 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号山王

パークタワー） 

13 0.85 

（合計） － 1,157 76.52 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,513,000 15,130 

権利内容に何ら制限

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,513,000 － － 

総株主の議決権 － 15,130 － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 6,310 6,200 5,600 5,850 6,000 5,970 

最低（円） 5,300 5,300 5,030 5,400 5,510 5,790 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 (3）当半期報告書は当社が最初に提出する半期報告書であるため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との対比

は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     886,930     757,423   

２．受取手形及び売掛金     813,758     710,606   

３．たな卸資産     703,215     556,035   

４．繰延税金資産     71,316     63,670   

５．その他     8,720     19,836   

貸倒引当金     △7,900     △7,370   

流動資産合計     2,476,041 55.1   2,100,201 51.5 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物及び構築物 ※１ 835,158     815,969     

減価償却累計額   354,736 480,421   333,947 482,022   

(2）機械装置及び運搬具   1,795,613     1,760,496     

減価償却累計額   1,031,364 764,248   1,013,093 747,403   

(3）土地 ※１   346,394     331,914   

(4）その他   370,268     347,654     

減価償却累計額   237,079 133,189   218,096 129,558   

有形固定資産合計     1,724,253     1,690,898   

２．無形固定資産     64,504     75,313   

３．投資その他の資産               

(1）投資有価証券     18,052     18,052   

(2）長期性預金     100,000     100,000   

(3）繰延税金資産     70,333     59,958   

(4）その他     42,440     33,873   

投資その他の資産合計     230,825     211,883   

固定資産合計     2,019,583 44.9   1,978,095 48.5 

資産合計     4,495,624 100.0   4,078,297 100.0 

    
 



    
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     221,103     175,632   

２．未払法人税等     297,397     255,631   

３．賞与引当金     63,200     60,500   

４．その他     126,902     158,140   

流動負債合計     708,602 15.8   649,905 15.9 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金     8,148     5,139   

２．役員退職慰労引当金     178,016     165,045   

３．連結調整勘定     27,384     29,518   

固定負債合計     213,548 4.7   199,702 4.9 

負債合計     922,151 20.5   849,608 20.8 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     295,850 6.6   295,850 7.3 

Ⅱ 資本剰余金     258,750 5.8   258,750 6.3 

Ⅲ 利益剰余金     3,018,872 67.1   2,674,089 65.6 

資本合計     3,573,472 79.5   3,228,689 79.2 

負債・資本合計     4,495,624 100.0   4,078,297 100.0 

     



②【中間連結損益計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     2,598,484 100.0   4,612,161 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,285,002 49.5   2,469,335 53.5 

売上総利益     1,313,482 50.5   2,142,826 46.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   624,132 24.0   1,159,066 25.2 

営業利益     689,349 26.5   983,759 21.3 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   272     549     

２．受取配当金   7,151     7,108     

３．連結調整勘定償却   2,133     4,267     

４．受取助成金   1,059     5,631     

５．生命保険解約金   2,895     ―     

６．その他   3,047 16,559 0.6 3,306 20,863 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   362     2,388     

２．株式公開費用   ―     37,523     

３．記念行事費   ―     19,435     

４．新株発行費   2,760     ―     

５．その他   61 3,184 0.1 1,086 60,433 1.3 

経常利益     702,724 27.0   944,189 20.5 

Ⅵ 特別利益                

１．固定資産売却益 ※２ 59     34     

２．貸倒引当金戻入益   ― 59 0.0 450 485 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※３ 185     332     

２．固定資産除却損 ※４ 1,347 1,533 0.0 19,246 19,579 0.4 

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    701,250 27.0   925,095 20.1 

法人税、住民税及び事
業税 

  290,333     419,152     

法人税等調整額   △18,020 272,312 10.5 △19,286 399,866 8.7 

中間（当期）純利益     428,938 16.5   525,228 11.4 

    



③【中間連結剰余金計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の連結剰余金計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     258,750   68,350 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

１．増資による新株の発行   ― ― 190,400 190,400 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    258,750   258,750 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,674,089   2,197,055 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１．中間（当期）純利益   428,938 428,938 525,228 525,228 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１．配当金   52,955   21,195   

２．役員賞与   31,200 84,155 27,000 48,195 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

    3,018,872   2,674,089 

     



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純利益   701,250 925,095 

減価償却費   146,937 266,994 

連結調整勘定償却額   △2,133 △4,267 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   530 △4,133 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   3,009 5,139 

役員退職慰労引当金の増減額（減
少：△） 

  12,971 34,804 

賞与引当金の増減額（減少：△）   2,700 12,859 

受取利息及び受取配当金   △7,424 △7,657 

支払利息   423 2,388 

有形固定資産売却損益（益：△）   126 298 

有形固定資産除却損   1,347 19,246 

売上債権の増減額（増加：△）   △103,152 △50,132 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △147,180 △66,205 

その他流動資産の増減額（増加：△）   11,115 △7,297 

その他の投資等の増減額（増加：△）   △8,566 △14,936 

仕入債務の増減額（減少：△）   45,470 △2,050 

その他の流動負債の増減額（減少：
△） 

  △31,395 44,975 

役員賞与の支払額   △31,200 △27,000 

その他   △3,019 ― 

小計   591,809 1,128,120 

利息及び配当金の受取額   7,424 7,657 

利息の支払額   △423 △2,388 

法人税等の支払額   △245,548 △416,704 

営業活動によるキャッシュ・フロー   353,262 716,685 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金の預入れによる支出   △27,000 △42,000 

定期預金の払戻しによる収入   18,000 30,000 

有形固定資産の取得による支出   △184,321 △470,937 

有形固定資産の売却による収入   13,362 4,752 

無形固定資産の取得による支出   ― △21,835 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △179,958 △500,020 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

株式の発行による収入   ― 317,900 

配当金の支払額   △52,797 △21,195 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △52,797 296,705 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（減少：
△） 

  120,506 513,369 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   723,923 210,554 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

  844,430 723,923 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  １社 

 子会社のうち株式会社ジーテックの

１社が連結の範囲に含まれておりま

す。 

(1）連結子会社の数  １社 

 子会社のうち株式会社ジーテックの

１社が連結の範囲に含まれておりま

す。 

 (2）非連結子会社の名称等 

 株式会社新潟日進は連結の範囲に含

まれておりません。 

 この非連結子会社は小規模であり、

合計の総資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金のいずれの金額において

も僅少であり、中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であるので、連結の範

囲から除外しております。 

(2）非連結子会社の名称等 

 株式会社新潟日進は連結の範囲に含

まれておりません。 

 この非連結子会社は小規模であり、

合計の総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金のいずれの金額において

も僅少であり、連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であるので、連結の範囲か

ら除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社新潟日進）は、中間純損益及

び利益剰余金等からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であるので、持分法の適用範

囲から除外しております。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（株式会社新潟日進）は、当期純損益及

び利益剰余金等からみて、持分法の対象

から除いても連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であるので、持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間期の末日は、中間連

結決算日と一致しております。 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

製品、原材料 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

製品、原材料 

同左 

 仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物付属設備を除

く）のうち、平成10年４月１日以降

に取得したものについては定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物    ７～38年 

機械装置及び運搬具  １～10年 

その他        １～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

② 無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権及び破産

更生債権等については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員賞与の支出に備えるため支

給見込額のうち、当中間連結会計期

間負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員賞与の支出に備えるため支

給見込額のうち、当連結会計年度負

担額を計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当

中間連結会計期間末における退職給

付債務の見込額を計上しておりま

す。 

 なお、退職給付引当金の対象従業

員数が300名未満であるため簡便法

によっており、退職給付債務の見込

額は、当中間連結会計期間末自己都

合要支給額としております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当

連結会計年度末における退職給付債

務の見込額を計上しております。 

 なお、退職給付引当金の対象従業

員数が300名未満であるため簡便法

によっており、退職給付債務の見込

額は、当連結会計年度末自己都合要

支給額としております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。 

 (4）その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(4）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い短期的な投資であります。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はありません。 

───── 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── 外形標準課税 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応報告

に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割8,089千円

を販売費及び一般管理費として処理しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．資産の担保差入状況 ※１．資産の担保差入状況 

有形固定資産  

建物及び構築物 105,179千円

土地 42,955千円

合計 148,134千円

有形固定資産  

建物及び構築物 106,543千円

土地 42,955千円

合計 149,498千円

上記に対する債務 ―   上記に対する債務 ―   

  ２．受取手形割引高 9,046千円   ２．受取手形割引高 50,363千円

３．保証債務 

 下記非連結子会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

３．保証債務 

 下記非連結子会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

㈱新潟日進 11,264千円 ㈱新潟日進 12,566千円

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次の通りです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次の通りです。 

役員報酬 103,410千円

給与手当 142,297千円

退職給付費用 1,625千円

貸倒引当金繰入額 530千円

賞与引当金繰入額 29,423千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,381千円

減価償却費 38,306千円

役員報酬 190,538千円

給与手当 257,602千円

退職給付費用 2,197千円

賞与引当金繰入額 26,900千円

役員退職慰労引当金繰入額 34,804千円

減価償却費 72,889千円

※２．固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。 ※２．固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。 

機械装置及び運搬具 59千円 機械装置及び運搬具 34千円

※３．固定資産売却損の内訳は以下のとおりです。 ※３．固定資産売却損の内訳は以下のとおりです。 

機械装置及び運搬具 185千円 機械装置及び運搬具 332千円

※４．固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。 ※４．固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。 

機械装置及び運搬具 961千円

その他 386千円

合計 1,347千円

建物及び構築物 10,074千円

機械装置及び運搬具 7,905千円

その他 1,266千円

合計 19,246千円



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引をまったく利

用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 886,930千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △42,500千円

現金及び現金同等物 844,430千円

現金及び預金 757,423千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △33,500千円

現金及び現金同等物 723,923千円

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。  内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額

なリース取引のため、連結財務諸表規則第15条の３の規

定により記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

中間連結貸借対照表計上額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 100 100 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当連結グループは切削工具の専門メーカーとして、同一セグメントに属する超硬エンドミルの製造・販売を

行っており、当該事業以外に事業の種類が無いため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループは切削工具の専門メーカーとして、同一セグメントに属する超硬エンドミルの製造・販売を

行っており、当該事業以外に事業の種類が無いため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、次の通りです。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,361円85銭

１株当たり中間純利益金額 283円50銭

１株当たり純資産額 4,226円69銭

１株当たり当期純利益金額 681円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 当社は、平成16年４月１日付で株式１株につき３株の株

式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額  2,113円34銭

１株当たり当期純利益 340円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

前連結会計年度 

１株当たり純資産額  3,406円59銭

１株当たり当期純利益 568円47銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 428,938 525,228 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― 31,200 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （31,200） 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 428,938 494,028 

期中平均株式数（株） 1,513,000 724,719 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成17年11月８日開催の取締役会において、新株式発行

の決議があり、以下のとおり新株を発行いたしました。 

 ・募集方法        一般募集 

（ブックビルディング方式に

よる募集） 

 ・発行株式数      普通株式   50,000株 

 ・発行価格       １株につき   6,272円 

 ・発行価額       １株につき   5,882円 

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金

として受取った金額であります。 

 なお、発行価格と発行価額の差額の総額は、引受人の手

取金となります。 

 ・発行価額中資本に組入れない額 

     １株につき   2,941円 

・発行価額の総額         294,100千円 

 ・払込期日         平成17年11月25日 

 ・配当起算日        平成17年10月１日 

 ・資金の使途        設備投資 

 これにより、発行済株式総数が1,563,000株となり、資

本金及び資本準備金はそれぞれ147,050千円増加いたしま

した。 

 平成17年２月16日開催の取締役会決議により、割当基準

日を平成17年３月31日、効力発生日を平成17年５月20日と

した１：２の株式分割を行っております。これにより株式

数は756,500株増加し、発行済株式総数は1,513,000株とな

っております。 

配当起算日 平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,703円29銭 2,113円34銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

284円23銭 340円84銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     778,728     649,231   

２．受取手形     6,248     2,613   

３．売掛金     528,574     481,835   

４．製品     372,157     291,597   

５．原材料     130,040     90,040   

６．仕掛品     156,972     126,646   

７．前払費用     7,341     8,772   

８．繰延税金資産     55,090     50,053   

９．その他     593     9,379   

貸倒引当金     △4,200     △3,700   

流動資産合計     2,031,546 49.4   1,706,470 45.6 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1）建物 ※１ 773,315     757,575     

減価償却累計額   311,621 461,694   292,371 465,204   

(2）構築物   61,842     58,394     

減価償却累計額   43,115 18,726   41,576 16,818   

(3）機械装置   1,741,616     1,709,574     

減価償却累計額   1,002,548 739,067   983,162 726,412   

(4）車両運搬具   44,012     40,937     

減価償却累計額   23,759 20,252   25,809 15,127   

(5）工具器具備品   337,815     320,593     

減価償却累計額   220,476 117,338   201,952 118,640   

(6）土地 ※１   346,394     331,914   

(7) 建設仮勘定      6,210     ―   

有形固定資産合計     1,709,685     1,674,117   

２．無形固定資産               

(1）ソフトウェア     63,795     74,543   

(2）その他     380     380   

無形固定資産合計     64,175     74,923   

 



    
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産               

(1）関係会社株式     102,752     102,752   

(2）出資金     2,115     2,115   

(3）繰延税金資産     58,663     49,621   

(4）長期性預金     100,000     100,000   

(5）保証金     6,545     2,424   

(6）敷金     14,554     13,714   

(7）保険積立金     18,978     15,373   

投資その他の資産合計     303,608     285,999   

固定資産合計     2,077,468 50.6   2,035,040 54.4 

資産合計     4,109,014 100.0   3,741,511 100.0 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     202,890     155,653   

２．未払金     28,120     51,499   

３．未払費用     60,493     61,400   

４．未払法人税等     248,081     226,552   

５．未払消費税等     21,232     20,442   

６．預り金     2,766     13,960   

７．賞与引当金     55,800     53,000   

８．その他     2,138     200   

流動負債合計     621,523 15.1   582,710 15.6 

Ⅱ 固定負債               

１．退職給付引当金     8,148     5,139   

２．役員退職慰労引当金     150,668     140,497   

固定負債合計     158,816 3.9   145,636 3.9 

負債合計     780,339 19.0   728,346 19.5 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     295,850 7.2   295,850 7.9 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   258,750     258,750     

資本剰余金合計     258,750 6.3   258,750 6.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１．利益準備金   22,414     22,414     

２．任意積立金               

(1）特別償却準備金   42,580     37,438     

(2）別途積立金   2,130,000     1,750,000     

３．中間（当期）未処分利
益 

  579,079     648,711     

利益剰余金合計     2,774,075 67.5   2,458,564 65.7 

資本合計     3,328,675 81.0   3,013,164 80.5 

負債・資本合計     4,109,014 100.0   3,741,511 100.0 

    



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     2,286,839 100.0   4,054,037 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．期首製品たな卸高   291,597     280,002     

２．当期製品製造原価   1,174,217     2,126,137     

３．当期商品仕入高   85,658     157,825     

合計   1,551,473     2,563,966     

４．期末製品たな卸高   372,157 1,179,316 51.6 291,597 2,272,368 56.1 

売上総利益     1,107,523 48.4   1,781,668 43.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     530,037 23.1   933,946 23.0 

営業利益     577,485 25.3   847,721 20.9 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   271     546     

２．受取配当金   43,148     40,105     

３．受取賃貸料   4,503     5,792     

４．受取助成金   1,059     5,631     

５．生命保険解約金    2,895     ―     

６．その他   1,736 53,613 2.3 3,266 55,342 1.4 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   294     1,722     

２．株式公開費用   ―     37,523     

３．記念行事費   ―     19,435     

４．新株発行費   2,760     ―     

５．その他   61 3,116 0.1 ― 58,680 1.5 

経常利益     627,982 27.5   844,383 20.8 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産売却益 ※１ 59 59 0.0 34 34 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※２ 185     332     

２．固定資産除却損 ※３ 1,253 1,439 0.1 18,282 18,615 0.4 

税引前中間（当期）純
利益 

    626,603 27.4   825,802 20.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  241,016     361,090     

法人税等調整額   △14,079 226,937 9.9 △15,819 345,271 8.5 

中間（当期）純利益     399,665 17.5   480,530 11.9 

前期繰越利益     179,414     168,180   

中間（当期）未処分利
益 

    579,079     648,711   

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、原材料 

移動平均法による原価法 

(1）製品、原材料 

同左 

 (2）仕掛品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、建物（建物付属設備を除

く）のうち、平成10年４月１日以降に

取得したものについては定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物          ８～38年 

構築物         ７～15年 

機械装置        １～10年 

車両運搬具       ２～６年 

工具器具備品      １～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に備えるため支給

見込額のうち、当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に備えるため支給

見込額のうち、当期負担額を計上して

おります。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当中

間会計期間末における退職給付債務の

見込額を計上しております。 

 なお、退職給付引当金の対象従業員

数が300名未満であるため簡便法によ

っており、退職給付債務の見込額は、

当中間会計期間末自己都合要支給額と

しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため期末

における退職給付債務の見込額を計上

しております。 

 なお、退職給付引当金の対象従業員

数が300名未満であるため簡便法によ

っており、退職給付債務の見込額は、

期末自己都合要支給額としておりま

す。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報  

項目 
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

───── 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ────── 外形標準課税 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表

されたことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基

づき、法人事業税の付加価値割及び資本割8,089千円を販

売費及び一般管理費として処理しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．資産の担保差入状況 ※１．資産の担保差入状況 

有形固定資産  

建物 105,179千円

土地 42,955千円

合計 148,134千円

有形固定資産  

建物 106,543千円

土地 42,955千円

合計 149,498千円

上記に対する債務 ― 上記に対する債務 ― 

  ２．受取手形割引高 9,046千円   ２．受取手形割引高 9,102千円

  ３．保証債務 

 下記非連結子会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

  ３．保証債務 

 下記非連結子会社の金融機関からの借入に対し、

債務保証を行っております。 

㈱新潟日進 11,264千円 ㈱新潟日進 12,566千円

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。 ※１．固定資産売却益の内訳は以下のとおりです。 

機械装置 59千円 車両運搬具 34千円 

※２．固定資産売却損の内訳は以下のとおりです。 ※２．固定資産売却損の内訳は以下のとおりです。 

車両運搬具 185千円 車両運搬具 332千円 

※３．固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。 ※３．固定資産除却損の内訳は以下のとおりです。 

車両運搬具 961千円

工具器具備品 292千円

合計 1,253千円

建物 10,074千円

機械装置 7,675千円

車両運搬具 229千円

工具器具備品 303千円

合計 18,282千円

  ４．減価償却実施額   ４．減価償却実施額 

有形固定資産 133,781千円

無形固定資産 10,748千円

有形固定資産 240,912千円

無形固定資産 20,075千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当中間会計期間末及び前事業年度末における子会社株式で時価のあるものはありません。 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

該当事項はありません。    内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額

なリース取引のため、財務諸表等規則第８条の６第６項

の規定により記載を省略しております。 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 平成17年11月８日開催の取締役会において、新株式発行

の決議があり、以下のとおり新株を発行いたしました。 

 ・募集方法        一般募集 

（ブックビルディング方式に

よる募集） 

 ・発行株式数      普通株式   50,000株 

 ・発行価格       １株につき   6,272円 

 ・発行価額       １株につき   5,882円 

 この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金

として受取った金額であります。 

 なお、発行価格と発行価額の差額の総額は、引受人の手

取金となります。 

 ・発行価額中資本に組入れない額 

     １株につき   2,941円 

・発行価額の総額         294,100千円 

 ・払込期日         平成17年11月25日 

 ・配当起算日        平成17年10月１日 

 ・資金の使途        設備投資 

 これにより、発行済株式総数が1,563,000株となり、資

本金及び資本準備金はそれぞれ147,050千円増加いたしま

した。 

 平成17年２月16日開催の取締役会決議により、割当基準

日を平成17年３月31日、効力発生日を平成17年５月20日と

した１：２の株式分割を行っております。これにより株式

数は756,500株増加し、発行済株式総数は1,513,000株とな

っております。 

配当起算日 平成17年４月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期

における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定した

場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

1,582円40銭 1,970円90銭 

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

224円89銭 310円00銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載し

ておりません。 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第44期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年10月24日関東財務局長に提出。

  (3) 有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

     平成17年11月８日関東財務局長に提出 

  (4) 有価証券届出書の訂正届出書 

     平成17年11月15日関東財務局長に提出 

  (5) 有価証券届出書の訂正届出書 

     平成17年11月16日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

日 進 工 具 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日進工具株式会社の

平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中

間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、日進工具株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年4

月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月25日を払込期日とする新株発行を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月21日

日 進 工 具 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日進工具株式会社の

平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日進工

具株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）

の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月25日を払込期日とする新株発行を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 笹 本 憲 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/37
	pageform2: 2/37
	form1: EDINET提出書類  2005/12/26 提出
	form2: 日進工具株式会社(349238)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/37
	pageform4: 4/37
	pageform5: 5/37
	pageform6: 6/37
	pageform7: 7/37
	pageform8: 8/37
	pageform9: 9/37
	pageform10: 10/37
	pageform11: 11/37
	pageform12: 12/37
	pageform13: 13/37
	pageform14: 14/37
	pageform15: 15/37
	pageform16: 16/37
	pageform17: 17/37
	pageform18: 18/37
	pageform19: 19/37
	pageform20: 20/37
	pageform21: 21/37
	pageform22: 22/37
	pageform23: 23/37
	pageform24: 24/37
	pageform25: 25/37
	pageform26: 26/37
	pageform27: 27/37
	pageform28: 28/37
	pageform29: 29/37
	pageform30: 30/37
	pageform31: 31/37
	pageform32: 32/37
	pageform33: 33/37
	pageform34: 34/37
	pageform35: 35/37
	pageform36: 36/37
	pageform37: 37/37


